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＠児童の計画相談、児童の相談全般について
～計画相談～
・児童のモニタリングが集中するのが9月と3月であり当月よりも2～3ヶ月早めに準備をして対応しているがそれでも期間に間に合わない場合もある。
・モニタリングが集中する月は、新規入園の検討時期でもあり、通園施設への見学希望者や子供の療育、保育の
相談が増える時期でもある。
　
・新規入園が決定した児童の計画相談導入について、4月入園に間に合わせるためには年明けから準備を整えて
いる現状。同時に在籍通園児童と卒園児童、学齢期児童の更新手続きも行っている。
→毎年必ず、新規入園児童、新規フォローグループ利用児童、新規保育所等訪問を利用する児童が契約数に加わるという状況（約10～20名近い新規が毎年契約）
　　18歳で児童から成人のサービスに移行し引き継ぐ件数よりも新規契約数の方が多い現実。


～相談全般～　
・療育相談機関として保健センター、医療機関とともに就学前の児童の療育、保育等の相談や、母親の子どもへの障害受容も含めた支援を丁寧に行ってきた経緯がある。
　現在も同様な支援を求められているが、計画相談業務のボリュームが膨大となり一般相談に掛けるべき時間を調整しなければならない状況である。

・教育部門や医療機関へも相談支援事業所の周知がされ始めており、虐待や重度の医療ケアが必要な子どもの支援についての関係者会議出席の依頼を受けたり、教育分野で対応がしきれない在宅の子どもの支援についての関係者会議出席の依頼を受けることも増えてきている。



＠課題
・児童発達センターで対応している児童の相談についてこれまでどおり18歳までは原則的に児童発達センターで対応することとするのか、ある程度の専門的関わりが必要である年齢で地域の相談支援事業所へ引き継いでいくのか具体的な基準が必要になってきている。

・他市では、児童発達センターは就学前までの相談を受ける機関としている自治体や、小学校中学年程度で地域の支援センター等に引き継ぐ自治体もあるので、さいたま市としても全市的に方向性を示してもらいたい。
